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小 沼 春 日（藤女子大学 人間生活学部 人間生活学科）
筆者の過去の研究では、アップ・ツー・デートな地域福祉を如何に推進するかの理論を確
立することを目的とし、地域福祉における過去の理論と方法論の系譜学を簡潔にまとめ、地
域福祉思想の視点から、ʠコミュニティワークʡを地域福祉推進方法の⽛要⽜に置くことの論
理的妥当性を検討した。地域福祉の⚓つの基本的構成要素は、①個別支援、②地域づくり、
③地域支援、（③は、①と②の境界領域という概念である）であるという研究結果を得た。
今回の研究では、上記の成果を踏まえ、住民自治を涵養する②地域づくりを視野に入れた
⽛地域のネットワークづくり⽜の視点と方法を明確化することを目的とした。そのために、⚑）
個別支援と地域づくり、地域支援の各アセスメントの視点と方法に関する先行研究、⚒）地
域福祉を推進するための組織体制に関する先行研究、⚓）社会資源情報の範囲及び可視化に
関する先行研究、⚔）共通アセスメントファクター開発に関する先行研究、の⚔点について
検討を行った。地域福祉実践における⽛地域づくり⽜の位置付けを明らかにし、③地域支援
場面においては、⽛個別支援のネットワーク⽜と⽛地域づくりの成果によるネットワーク⽜の
⚒つのネットワークが存在するという研究結果を得た。
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⚑．問題意識─今日的な地域福祉の制度政策
及び理論化をめぐる課題─
2000 年の基礎構造改革を境に、わが国の⽛社会福祉⽜
は、⽛地域福祉⽜を基盤に展開することが社会福祉法の
⽛目的⽜として明記されたのは周知の事実である。更
に、従来の対象分野別福祉という縦割り政策からの脱
却の動きが加速化脚注 1) している。すなわち、地域社会
で生活する⽛すべての人々⽜を対象とした⽛地域福祉
実践⽜が今日的な政策課題が明示されていると言える。
しかしながら、いかにして具体化してくのか、特に⽛地
域のネットワークづくり⽜の方法、とりわけその内在
する機能・役割について多様な解釈が混在し、実戦現
場では混迷化の様相を呈しており、今日的な政策課題
に対応するための⽛地域福祉方法論⽜の構築が課題と
なっている1)。これらの課題に対応するため、筆者は
⽛今日的な地域福祉理論⽜の構成要素として、⽛①個別
支援（個人・当事者を支える コミュニティソーシャ
ルワーク；以下⽛CSW⽜と略）、②地域づくり（地域社
会・住民を支援 コミュニティワーク；以下⽛CW⽜と
略）、③地域支援（個別支援と地域づくりの連動 以下
⽛CSW＋CW⽜と略）⽜の⚓要素を明確化した2）。そし
て、地域福祉、とりわけ⽛地域のネットワークづくり⽜
を推進するためには、地域福祉の理論において位置付
け、並びに内包される役割・機能が明確化されている
こと、更に、ネットワークの状況を事前に評価する⽛ア
セスメント⽜手法が確立され、その成果を地域福祉実
践に関わる多機関で共有される仕組みが求められる。
しかしながら、以下のような課題が残されている。
⑴ 地域福祉（①個別支援、②地域づくり、③地域
支援）の理論的枠組みにおいて⽛地域のネットワー
クづくり⽜の位置付けが不明瞭である。
⑵ 多様な実践主体により展開される地域福祉実践
場面において、課題を明確化する手法として期待
される⽛地域アセスメント⽜技法の確立が不可欠
であるが、そのツールや言語の⽛共通化⽜の手法
が未確立なため、関係機関の情報共有が進展しな
い。
⑶ ⽛地域アセスメント⽜の際、必要となる地域内の
社会資源情報の状態を把握する手法（収集・加工・
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蓄積・活用）についても未確立であり、またこれ
らの可視化が困難なため、担当者間・組織間・及
び多機関との情報共有が進展しない。
脚注 1) 例えば、高齢者福祉の分野では、2015 年⚔月の
介護保険制度改正に伴い、地域支援事業の包括的
支援事業の中に生活支援体制整備事業が創設、低
所得者福祉の分野では、生活困窮者自立支援法
（2015 年⚔月）における⽛自立相談支援事業⽜にお
いて、生活困窮者への早期介入、総合相談、個別の
支援計画の作成にとどまらず⽛地域ネットワーク
強化⽜、更に地域の資源開発まで踏み込んだ⽛地域
づくり⽜も担うことが明示された。更にこれらの
分野別対応の課題を打開するために、2015 年⚙月
に公表された⽛新たな時代に対応した福祉の提供
ビジョン⽜において、⽛新しい地域包括支援体制の
構築⽜を目指した⽛地域連携⽜や⽛ネットワークづ
くり⽜が求められ、2016 年⚗月には⽛地域包括ケア
の深化・地域共生社会の実現⽜のために、部局横断
的に検討するために厚生労働省内に⽛⽝我が事・丸
ごと⽞地域共生社会実現本部⽜が設置された。
⚒．研究目的及び方法
以上の問題意識を踏まえ、地域福祉理論（①個別支
援、②地域づくり、③地域支援）を基盤とし、個別ニー
ズを支える資源の開発である地域支援（①→③）に傾
斜・終始するのではなく、住民自治を涵養する⽛②地
域づくり⽜を視野に入れた⽛地域のネットワークづく
り⽜の視点と方法を明確化することを目的とする。
研究方法としては、⚑）個別支援と地域づくり、地
域支援の各アセスメントの視点と方法に関する先行研
究、⚒）地域福祉を推進するための組織体制に関する
先行研究、⚓）社会資源情報の範囲及び可視化に関す
る先行研究、⚔）共通アセスメントファクター開発に
関する先行研究、の⚔点について文献調査をとおして
検討を行う。
⚓．研究結果及び考察
⑴ 個別支援と地域づくり、地域支援の各アセスメン
トの視点と方法に関する先行研究
個別支援の展開は、社会福祉援助技術としての直接
援助技術（ソーシャルケースワーク）やケアマネジメ
ントの手法により行われ、その根底には、F. P. バイス
テックの⚗つの原則の⽛個別化の原則⽜（価値基盤）が
あり、今日的な社会福祉の援助専門職の⽛手段的価値⽜
に位置づけられ展開3) されている。わが国の個別支援
場面において代表的なアセスメントとして、例えば日
本社会福祉士会方4)、日本介護福祉士会方式5)、日本版
MDS-HC2.0 在宅ケアアセスメント6)、ケースマネ
ジメント研究会方式7)、包括的自立支援プログラム8)、
星座理論9) 等がある。
一方、地域づくりの場面では、従来⽛地域援助技術
（CW）⽜について、その内包する機能10) として、①地
域の調査・診断機能、②福祉ニーズと社会資源間の連
絡・調整機能、③地域住民や福祉関係者の学習・訓練
機能、④福祉問題を直接担う当事者や住民の組織化と
支援の機能、⑤広報などによる情報提供機能、⑥福祉
サービスなどの企画と開発の機能、⑦ソーシャル・ア
クションの機能、⑧地域福祉計画を立案機能、この⚘
つの機能が広く普及している。アセスメントに該当す
る部分としては、一つ目の機能である⽛地域（コミュ
ニティ）診断⽜が該当し、主にA：コミュニティ診断
（人口動態・複合型社会、地域の歴史や文化、）とB：地
域集団・組織の診断（町内会・自治会、ボランティア
活動・社会貢献に関わる集団・組織、高齢者の集団・
組織、児童関係の集団・組織、障害児者の集団・組織
等の組織率・参加率・動員率、活動内容、運営等）を
把握することが一般的であった。すなわち、地域づく
りの場面は、当該地域社会の特性や、地域住民・集団・
組織の活動状況及びネットワーク構築状況を把握する
ことに重点が置かれるなど、個別支援のアセスメント
の視点や方法とは違い、それぞれの専門分化して実践
されてきた経緯がある。更に、その実践主体は、個別
支援では当事者に関わる複数の専門職を中心に展開さ
れ、地域づくりの場面では、従来コミュニティワーク
を担ってきた社会福祉協議会の専門職により行われて
いるのが主流といえる。従って、両機能を一つの機関
で実践できるとは限らず、多くの場合、多機関・多職
種の介在において、補完しあうことが当面の目指す方
向と考えられる。しかしながら、地域福祉実践場面に
おいては、多機関による多職種の専門家がそれぞれ独
自のアセスメントツールを用いているものの、両者（個
別支援及び地域支援）を鳥瞰したアセスメントの視点
や方法が未開発のままであり、多くの機関・職種が関
わるほど⽛必要な情報がいかに共有されるか⽜が支援
（援助）の質に大きく影響を与えるにもかかわらず、
日々目の前の問題の解決に追われ、個別支援と地域支
援の間は大きな隔たりに遮られており、特に社会福祉
関連の専門職あるいは同職種間での⽛必要な情報の共
有⽜が機能不全となっていることが予測されよう。
菱沼（2012）11) の福祉専門職による地域支援スキル
の促進及び阻害要因に関する研究によれば、調査対象
の実践機関（社会福祉協議会、地域包括支援センター、
指定相談支援事業所、子育て支援センター）の地域生
活支援スキルのうち、自己及び機関の実践度がすべて
の機関が平均値を下回るという、⽛地域アセスメント
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が最も実践度が弱い⽜という結果が示されている（表
⚑参照）。
地域福祉実践方法の多機能化が求められているにも
かかわらず、その実態は機能不全のまま分断された⽛実
践⽜（援助）が点在し、関係機関・関係者間の情報共有
のための連携ツールが未開発のため、個別支援と地域
づくりの有機的融合が阻害されている可能性を指摘で
きよう。
⑵ 地域福祉を推進するための組織体制に関する先行
研究
地域福祉実践場面においては、CSW と CW の両方
の展開が必要とされる。両者の展開のためには、推進
主体において、組織的なコンセンサスのもとに適切な
担当者の配置が望まれる。
とりわけ、地域包括ケアにおいて、中核的組織とし
て地域包括支援センターが期待されているが、森本
（2010）13) は、先の⚒つの方法論の展開において最も可
能性の高い実践主体は社会福祉協議会であるという仮
説を提示している。実際には、社会福祉協議会が受託
している地域包括支援センターは、全体の 12.9％
（2010 年⚔月現在）と少なく、社協以外の社会福祉法
人（37.0％）、行政直営（29.7％）、医療法人社団（11.9％）
の受託割合という実態、更にモニタリングに長期的時
間を要する⽛個別支援を支える地域づくり⽜について、
地域包括支援センターの業務の中でのプライオリティ
が低く、⽛個別ケア体制にインフォーマルな資源を組
み込むまでの働き掛けを行っているところは多くはな
い⽜という課題を指摘している。従って、現在の地域
包括ケアの実践レベルにおいて、地域支援と個別支援
の同時展開の実現は極めて困難な状況であることが推
察できよう。
藤井（2013）14) は、こうした広範・多岐にわたる実践
機能の担い手として、個別支援ソーシャルワーカーと
地域支援ソーシャルワーカーの複数配置による協働形
態の必要性について提起しているが、実際は各自治体
の地域福祉計画における課題認識の違いにより、その
機能が偏重された配置形態となっていると指摘してい
る。
野村総合研究所（2013）の⽛コミュニティソーシャ
ルワーカー（地域福祉コーディネーター）調査研究事
業報告書⽜15) における市町村社協（65.5％）、CSW を
受託している法人脚注 2)（23.9％）、地域包括支援セン
ター（10.6％）等を対象としたアンケート調査（調査
対象数：2,255 件、回収率：47.1％）によると、コミュ
ニティソーシャルワーカー（地域福祉コーディネー
ター）の配置について、60％が設置しているが、その
うち兼任配置は⚘割に上り、全体的な配置形態につい
ても⽛一地域に⚑名⽜が最も多く（44％）、その環境は
決して恵まれているわけではない。また同報告書にお
いても、コミュニティソーシャルワーカー（地域福祉
コーディネーター）の所属組織での位置づけは必ずし
も明確ではなく、いわゆる⽛一人職場⽜であるメリッ
ト（責任の明確化）の一方、デメリットである⽛担当
者の抱え込み⽜による組織内での孤立、更には活動圏
域（地域）で孤立しがちな立場であることを課題とし
て提起している。このように、地域福祉実践方法が基
盤となる⽛地域福祉理論⽜での位置づけが曖昧なまま、
実践主体毎に組織的位置付及び配置に差異がみられ
る。
脚注 2) 野村総合研究所（2013）によれば、調査票送付先
を市町村社協、地域包括支援センター、及び⽛CSW
を自治体が法人に委託している場合、委託元の行
政には送付せず、受託している法人に送付する⽜と
あったため、本文では⽛コミュニティソーシャル
ワークを受託している法人⽜と表記した。なお、調
査票発送先、2,255 件（100％）のうち、内訳として
⽛市町村社協（65.5％）⽜と⽛地域包括支援センター
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表 1 勤務機関別の自己実践度と機関実践度の比較12)
勤務機関
地域生活支援スキル
社会福祉協議会
地域包括支援
センター
指定相談支援
事業所
子育て支援
センター
全体
自己 機関 自己 機関 自己 機関 自己 機関 自己 機関
個別アセスメント ○ △ ◎ ○ ○ △ ○ △ ○ △
地域アセスメント ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
地域住民との連携 ○ ○ △ ○ ▲ ▲ ▲ △ △ ○
専門職間連携 △ ○ ◎ ◎ ○ ◎ ○ ◎ ○ ◎
サービス開発 △ △ ▲ ▲ △ ○ ○ ○ △ △
人材育成 ▲ ▲ △ △ △ △ △ ○ △ △
自己：自己実践度 機関：機関実践度
◎：平均値 2.75 以上 ○：平均値 2.50 以上 2.75 未満 △：平均値 2.25 以上 2.50 未満 ▲：平均値 2.25 未満
（10.6％）⽜で留まり、残りのCSWを受託している
法人の割合については明示されていなかったため、
本論では、残りの割合を⽛CSWを受託している法
人（23.9％）⽜と推察した。
⑶ 社会資源情報の範囲及び可視化に関する先行研究
地域福祉実践場面においては、地域づくり（CW）と
個別支援（CSW）両者の境界領域である⽛地域支援
（CW＋CSW）⽜のアセスメントが必要とされる。その
ためには、地域づくり（CW）のための⽛アセスメン
ト⽜と個別支援（CSW）のための⽛アセスメント⽜の
両方を鳥瞰する視点が必要となる。しかしながら、前
節の、菱沼（2012）16) の研究による⽛地域アセスメント
が最も実践度が弱い⽜という結果も踏まえると、境界
領域である⽛地域支援のためのアセスメント⽜の手法
の確立が課題と言えよう。
本節では、この境界領域である⽛地域支援のための
アセスメント（事前評価）⽜に必要な情報、とりわけ⽛社
会資源⽜とは何かを明らかにし、収集された社会資源
情報を活用するための⽛可視化⽜に注目し、その範囲
と実態を明らかにした。
⽛可視化（Visualization）⽜とは、⽛目に見えるように
すること。視覚化。（新英和中辞典：研究社、1985 年）⽜
と訳され、近年では⽛人の眼には見えない事物や現象
を映像やグラフ・表などにして分かりやすくすること。
見える化⽜と定義（デジタル大辞泉、小学館）されて
いる。また、⽛異なる価値観の人々が時間・空間を超え
て創造的問題解決（調整）可能なツール（知的生産性
向上支援ツール）⽜の開発研究を行っている⽛知識創造
方法論⽜の分野において、國藤（2001）17) は、この⽛人
の眼には見えない事物や現象⽜を⽛暗黙知（非言語知、
包括的な知、経験知、身体知、共時的な知、アナログ
的な知、主観的な知）⽜とし、⽛人の眼には見えない事
物や現象⽜を見えるようにする概念として⽛形式知（言
語知、分析知、合理的な知、時系列的な知、客観的な
知）⽜としている。元々⽛暗黙知⽜や⽛形式知⽜は、M.
ポラニー（1980）18) により提唱された概念であり、人
間の知識の総体を⽛氷山⽜に例え、⽛形式知⽜は氷山の
一角（水面上の部分）、⽛暗黙知⽜は水面下の部分とし
て説明し、⽛暗黙知とは、われわれが語ることができる
よりも多くのことを知っている⽜と明言している。
平野（2008）19) は、地域福祉の推進のための⽛可視
化⽜の意義（地域福祉の動態性の可視化効果）につい
て、地域福祉実践現場に必要な⽛気づき⇒思考⇒対話
⇒行動（連鎖）⽜のメカニズムにあるとし、可視化の必
要性を、①実体が見えにくい地域福祉を観察対象とす
るために明示化する必要性、②地域福祉の特性である
空間構造を分析するためのビジュアル化、③計画現場
におけるコミュニケーション・ツールとしての有効性、
④教育現場での教育ツールとしての有効性の⚔点を提
示している。
また、川森（2009）20) は、生活支援場面における⽛可
視化⽜の概念として、複数の機関・人が連携して業務
を行うために、⽛必要な情報を一覧化・図表化・記録化
により表出されたもの⽜とし、情報化における⽛可視
化の目的⽜を⽛⽝組織⽞や⽝人⽞の⽛つながり⽜（関係
性）を強固なものにすると同時に関係者間の認識のズ
レを低減するために情報の受け渡しを⽝仕組み化⽞し
て定着を図ること⽜としている。
本研究における地域福祉実践場面の⽛可視化⽜につ
いて、川森とポラニーの概念を援用し、複数の人間や
組織が連携して業務を行うために、膨大な情報（可視
化されていない暗黙知）を⽛見える形（形式知）⽜にす
ることを⽛可視化⽜と暫定的に定義する。
⚑) 地域福祉推進のためのアセスメントにおける
⽛社会資源⽜の射程
社会資源の定義については、大まかに捉えると、ʠ社
会的ニーズを充足するために活用できる、制度的・物
的・人的な分野における諸要素、または関連する情報ʡ
であり、具体的な内容としてはʠ制度、機関、組織、
施設・設備、資金、物品、さらに個人や集団が有する
技能、知識、情報ʡ21) を指している。また、白澤
（2007）22) は、①供給主体（フォーマル主体：行政や社
協、各種法人等／インフォーマル主体：家族、親戚、
近隣、ボランティア、当事者組織や相互扶助団体等）、
②利用者の生活ニーズ（経済的安定・就労機会・健康・
教育や文化娯楽・居住の場・家族や地域での個別的生
活維持・公正や安全・その他）、③質的内容（人的又は
物的）の⚓つの指標によって整理している。
ケアマネジメントにおける社会資源の捉え方とし
て、例えば福富（2006）23) は、①フォーマル資源（一定
の手続きと受給要件を満たしていれば誰でも利用可能
な社会的に用意されたサービス）、②インフォーマル
資源（利用者との間の私的な人間関係を通して援助関
係が結ばれ、援助が提供されるもの）、③利用者自身の
力（内的資源）といった、社会資源の供給主体による
分類で説明している。
CWにおける社会資源の捉え方として、例えば鈴木
（2002）24) は、⽛福祉サービスや各種の制度、地域住民
による福祉活動など、問題解決の手段とし役立てるこ
とのできる一切のもの⽜と定義し、①公的制度サービ
ス資源、②民間社会福祉事業、③助成団体による助成、
④地域資源（地域社会の関係団体等）、⑤市場サービス、
の⚕種類から構成されるものとしている。
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地域福祉の経営・運営の側面から捉えると、⽛地域社
会に存在する多様性を伴い、その質・量、期待される
機能が地域特性により異なるもの⽜とし、市川（2006）25)
は、社会資源として表⚒の通り例示している。
地域福祉実践に必要な社会資源情報を⽛福祉情報⽜
の視点から捉えた森本（1996）26) は、⽛福祉情報とは⽝住
民や福祉サービスの利用者自体に関することがら、福
祉にかかわる施策やサービスあるいは施設やマンパ
ワー自体に関することがら及びそれらの両者の状況関
係に関することがらについてのʠ報せʡであり、社会
福祉に関して、判断を下したり、行動を起こしたりす
るための知識⽞であり、⽛地域福祉システムを構成する
諸要素の間を相互に行きかう、あるいは個々の構成要
素内部で流通する、福祉についてのあらゆる情報⽜と
定義している。この⽛福祉情報の⚕つの要素⽜として、
①ニーズ情報、②サービス情報、③処遇情報、④参加
情報、⑤運営・管理情報に整理している。また、これ
らの福祉情報の特性として⽛反復利用可能性⽜、⽛滞留
性⽜、⽛累積効果性⽜があるとし、社会資源情報の内容
だけでなく、⽛効果的な活用⽜の視点について提起して
いる。
また、橋本（2008）27) による介護支援専門員による
インフォーマル・サポートのアセスメントに関する文
献的研究では、社会資源情報の中で、とりわけ⽛イン
フォーマル・サポート⽜に重点が置かれ、⽛インフォー
マル・サポートのアセスメントは、要援護者への支援
内容及び要援護者との関係性（相互関係の頻度、関係
の方向性、ネットワーク構成員への感情、関係の長さ
等の特報）の把握、インフォーマル・サポートの評価
等の視点が必要⽜という、要援護者周辺のインフォー
マル資源情報を射程範囲とし、その情報を積極的に活
用するための収集の視点と必要性を明らかにしてい
る。
更に、山村（2012）28) は、これらの社会資源につい
て、ソーシャル・キャピタルの概念の地域福祉分野で
の適用可能性に関する研究を行っている。地域福祉分
野において、ソーシャル・キャピタルを⽛人々やコミュ
ニティに内在している信頼や絆、コミュニケーション
などを高める資源であり、それが機能することにより
地域福祉の向上に寄与するもの⽜と定義し、社会資源
の種類だけでなく、人的ネットワーク（信頼・絆等）
の⽛凝集性⽜やそのもたらす⽛機能性⽜にも着目して
くことの有用性を実証している。
このように、社会資源とは、専らその実践主体の役
割・機能の側面から各々捉えられており、厳密にその
概念や範囲について規定されているものではない。し
かしながら、地域支援や個別支援を内包する⽛地域福
祉実践⽜を展開する上では、地域社会に存在する各種
社会資源の有効な活用が求められ、そのための⽛可視
化の方法（収集・蓄積・加工）⽜の開発は必要不可欠で
あるのは言うまでもない。
⚒) 地域福祉推進のためのアセスメントにおける社
会資源情報の可視化の実態
地域福祉実践を展開するうえで、⽛現在どのような
課題・ニーズなのか⽜を適切に事前評価する⽛アセス
メント⽜は、個別支援や地域づくりの質を大きく左右
する。特に、両者の境界領域である地域支援場面にお
いては、不足している社会資源を明確化し、必要に応
じて既存の社会資源（フォーマル・インフォーマル資
源）を繋ぎ、あるいは新たに開発していくといことが
求められ、そのためには当該地域社会の特性（現状）
を把握する標準的なアセスメント手法の開発が求めら
れる。このことが明らかになれば、アセスメントの結
果、地域特性に応じた資源配置を組み立てることが出
来る29)。
地域包括ケア研究会報告書（2008）30) では、ʠサービ
ス選択の仕組みづくりʡの必要性、すなわち、適切な
地域のサービス資源を選択し、利用に結び付けること
ができる情報管理・サービス選択判断システムの普遍
的構築について提言している。更に同研究会報告書
（2009）31) においては、圏域の課題を総合的に把握・活
用し、関係機関が連携するための手段としての ICT
化推進について提言している。
また、平野ら（2010）32) による、自治体における介護
保険給付実績のデータベースを基盤に地域診断の方法
に関するものや、岡本ら（2009）33) による地域包括支
援センター業務に必要な地域資源の有効動員・活用の
ための潜在的地域社会資源情報の発掘・開拓に関する
ものがあるが、その範囲は限定的であり、地域づくり
（CW）を視野に入れたアセスメントの可視化に関する
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表 2 社会資源の例示
人
問題解決に取り組む当事者、医師、保健師、社
会福祉士、ケアワーカー、ケアマネジメント等
の専門職、住民、ボランティアといった保健医
療福祉等にかかわる広い人材
もの
保健・医療・福祉・教育・公民館等の施設、サー
ビス・活動、物品はもちろん、住民関係、地域
関係、ボランティア協議会、医療保健福祉等の
専門職等のネットワーク
金 補助金・委託金、寄付金、収益、研究補助金
とき
就業時間、ボランティアが活動する時間。課題
を共有化し、合意して取り組むチャンス
知らせ
上記の資源情報、サービス利用者情報、相談窓
口における情報等のニーズ情報、計画策定に必
要な統計等の管理情報
研究が課題となっているといえよう。
⑷ 共通アセスメントファクター開発に関する先行研
究
社会資源情報の可視化により、分断されがちな地域
づくり（CW）と個別支援（CSW）が連動し、両者の境
界領域の⽛地域支援場面における共通アセスメント
ファクター⽜が明確化することにより、多くの関係者・
機関において⽛共有⽜が促進され、個別支援と地域支
援の螺旋的実践による⽛地域福祉の推進⽜が可能とな
る。しかしながら、その方法論は混迷し、アセスメン
トファクターが未整理なまま、多職種・多機関が介在
しており、とりわけ⽛機関の内外での情報共有⽜のた
めのツールが無いまま試行錯誤していることが予測さ
れる。
今日的な議論としては、大きく分けると CSWとし
て機能統合（CSW志向）と、CSWと CWを機能分化
（CW＋CSW志向）とに分類ができる（図⚑参照）。
⚑) 機能統合（CSW志向）による地域支援（個別支
援を支えるネットワーク）アセスメント
⽛個別支援⽜と⽛地域支援（個別支援を支えるネット
ワーク）⽜を意識したアセスメント法に関する研究と
して、例えば、個別アセスメント（木戸；200934)、
201535)）、自己実現を重視したアセスメント（日本地域
福祉研究所：2005）36)、地域アセスメント（小野；200937)、
201538)）などがあり、⽛個人や地域社会の問題状況だけ
でなく、それらが秘めるストレングスを発見すること
を焦点（小野：200939)、201540) ）とし、その活用を通
して潜在的な社会資源の顕在化の可能性を示唆してい
る脚注 3)。
地域づくり場面における地域特性の把握法として、
原田（2012）41) は⽛その地域の行政の HP や各種福祉
計画によるデータを把握するとともに、他地域と比較
しつつその地域性を明らかにし、地域内の社会資源（個
人・集団）を把握⽜とし具体的なアセスメント項目に
ついては提示しておらず、この個別支援と地域づくり
の双方向の具体的なアセスメント方法についての言及
はされていない。
田中（2015）42) は、CSWの特徴として、①地域基盤
のソーシャルワーク実践、②個別化と脱個別化の統合、
③個別アセスメントと地域アセスメントの連結、④専
門職と非専門職の統合によるチームアプローチ、⑤公
民協働による支援のコーディネート、⑥予防的なアプ
ローチの重視、⑦地域ネットワークの形成と地域にお
ける総合的なケアシステムの構築、の⚗点を挙げ、と
りわけ⽛③個別アセスメントと地域アセスメントの連
結⽜について、個別アセスメント（問題発見型）と地
域アセスメント（ストレングス視点と総合性）のアセ
スメントの視点の違いはあるが、それを⽝連結して捉
えるもの⽞という表現に留まり、具体的にどう連結す
るのかの方法論について言及されていない。
菱沼（2008）43) は、日本地域福祉研究所主催の⽛コ
ミュニティソーシャルワーク実践者養成研修（2005 年
度～）⽜での内容について紹介している。本研修は、地
域福祉実践担当者を対象とし、STEP1（基礎研修）か
ら STEP2（実務研修）の⚒段階（講義・ワークショッ
プ）が行われている。特に STEP1（基礎研修）のワー
クショップにおいて、共通事例を通して、コミュニティ
ソーシャルワークの視点による⽛個別課題アセスメン
ト⽜と⽛地域アセスメント⽜のワークシートの作成、
更に⽛アセスメント統合シート⽜を用いて、両者の結
び付ける視点の涵養を目指している。これらの事例や
シートの項目は必要最小限にとどめ、受講者のアセス
メントの視点を広げることを意図している。しかしな
がら、研修受講者にとっては、個別支援の課題を地域
へのアプローチへ結び付ける発想が弱く、シートを改
良し 2007 年度より⽛課題の普遍化のための検証方法⽜
を加えるなどの改良を重ねた取り組みもみられる。こ
の研修を通して、⽛それぞれの専門職が自分たちの領
域における地域アセスメントに留まっている⽜現状が
浮き彫りになり、⽛地域全体で地域アセスメントに取
り組めるような地域アセスメントの開発が必要⽜と提
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図 1 地域支援場面における共通アセスメントファクター開発に関する先行研究（筆者作成)
起している。
以上のことから、機能統合（CSW志向）においては、
地域支援アセスメント（個別支援をささえるネット
ワーク）といかに連結するかが課題の中心となってお
り、地域づくり（CW）の視点は脆弱といえよう。
脚注 3) 具体的なアセスメント項目は、⽛村井方式⽜の表
示に止まっている。詳細は小沼春日（2015）⽛地域
支援場面における共通アセスメントファクターの
開発 ─地域福祉実践の実証的分析及び地域福祉
の理論と方法論の考察を通して─⽜2015 年度博士
学位論文 立教大学大学院コミュニティ福祉学研
究科、pp.182-183、表○終-1-2 個別支援、地域づく
りアセスメント項目一覧を参照。
⚒) 機能分化（CW＋CSW）による地域支援アセス
メント
東京都社会福祉協議会（2012）44) では、社会福祉協
議会における地域福祉コーディネーターの役割の一つ
である⽛②地域生活支援のしくみづくり⽜を⽛地域支
援（個別支援を支えるネットワークと地域づくりの成
果としてのネットワーク）⽜とし、その実際（介入方法）
として筆頭に⽛地域アセスメント⽜をあげ、①地域の
社会資源を把握する、②地域の特徴を調べる、③地域
を歩き、地理や雰囲気、住民の様子を把握する、④住
民が集まる場に出向き、地域の基盤組織や活動団体の
中心人物を見つけ、住民間の関係性を見極める、⑤地
域のキーパーソンと話し地域の情報やニーズを収集す
る、の⚕点について、その項目内容にとどまらず、具
体的な情報収集法についても言及し、CWとの役割・
機能分担を前提としているのが特徴といえるが、どの
ように加工・蓄積、活用していくか、可視化の工夫や
効果的な方法については触れられておらず、地域支援
場面における機能分担が多機関に渡る場合の援用に課
題が残る。
このように、⽛個別支援⽜と⽛地域づくり⽜の境界領
域である⽛地域支援場面における共通アセスメント
ツール⽜の開発の必要性はあるものの、そのための社
会資源情報の整理、可視化に関する研究は十分でない
状況にあるといえよう。
⚔．結語
⑴ 研究課題の検討結果
個別支援及び地域づくり、地域支援のアセスメント
の視点と方法に関する研究について、特に地域支援場
面の担い手は多くの機関にわたるにもかかわらず、地
域づくりの視点を意識したものは限定され、個別支援
のアセスメント成果との連携に課題が残ることが明確
化された。
更に、地域福祉推進のための組織体制及び社会資源
の範囲・可視化に関する研究においては、地域福祉推
進の機能が偏重され、組織的合意のもとに実践されて
いない現状が明確化された。社会資源のとらえ方も分
野毎にそれぞれ捉えられ、可視化に関する研究も範囲
が限定されていることが把握された。
地域支援共通アセスメントファクターに関する研究
について、その必要性については指摘されている一方、
⽛地域づくり（CW）⽜や⽛多機関協働⽜の視点が弱く、
具体的な活用方法に関する研究は不十分といえる。
⑵ 研究の到達点と残された課題
以上のことから、今後の研究の前提となる理論とし
て以下の⚓点を明示する。
⑴ ⽛個別支援（Care by the Community）⽜におけ
る⽛地域のネットワークづくり⽜は、個別のニー
ズを出発点とし、解決を目指すために関係者の
ネットワーク化を試みることを目指した⽛個別支
援のためのネットワーク⽜と定義する。その方法
は⽛CSW⽜であると位置付ける。
⑵ ⽛地域づくり（Care for the Community）におけ
る⽛地域のネットワークづくり⽜は、地域社会の
民主化・住民自治の実現のために組織化された
ネットワークであり、⽛地域づくりの成果として
のネットワーク⽜と定義する。その方法は、⽛CW⽜
であると位置付ける。
⑶ より地域福祉を進めるためには、この⽛個別支
援⽜と⽛地域づくり⽜が双方向かつ螺旋的に展開
される⽛地域支援⽜が重要である。この地域支援
場面における⽛地域づくりのネットワーク⽜には、
⽛個別支援のネットワーク⽜と⽛地域づくりの成果
によるネットワーク⽜の⚒つのネットワークが存
在し、互いに連動することが求められる。
この⚓点を踏まえ、地域福祉の実践方法に関して整
理（図⚒）すると、CSWと CWの主な対象は極めて対
照的であり、主な実施機関は、高齢者福祉分野に限定
しても多岐にわたっている。また CSWと CWの実践
から事後評価までの期間も、短期的なものから中長期
的に渡るものまで広く混在している。特に、アセスメ
ント技法の側面では、その専門性や視点の違いにより、
収集・加工・活用のための社会資源の射程に大きな差
がある。したがって、地域支援のアセスメント共通化
と情報共有のあり方について検討を行うことが今後の
課題と言えよう。
36
藤女子大学QOL研究所紀要：The Bulletin of Studies on QOL and Well-Being, Vol.13, No.1, Mar. 2018
37
地域のネットワーク及び地域アセスメントの現状と課題に関する研究
【付記】
本稿は、2015 年度博士学位論文（立教大学大学院コ
ミュニティ福祉学研究科）の一部をリライトしたもの
である。
【引用文献】
⚑) 小沼春日（2018）⽛わが国の地域福祉の理論化・方
法論化に関する研究─地域支援場面における共通
アセスメントツール開発に向けての論点整理 第
⚑報─⽜藤女子大学人間学部紀要，55，pp.11-22
⚒) 前掲⚑）pp.11-22
⚓) 秋山智久（2007）⽛ソーシャルワークの体系 技術
の専門性と価値・倫理⽜岡本民夫・田端光美・濱
野一郎他編⽝エンサイクロペディア社会福祉学⽞
中央法規，pp.632-637
⚔) 日本社会福祉士会（2000）⽝ケアマネジメント実践
記録様式・介護保険対応版使用マニュアル⽞ミネ
ルヴァ書房
⚕) 日本介護福祉士会編（1997）⽝生活⚗領域から考え
る 自立支援アセスメント・ケアプラン作成マ
ニュアル在宅版⽞中央法規
⚖) MDS-HC2.0（Minimum Date Set-Home Care：
1999），JohnMorris，池上直己，Brant Fries ほか
（1999）⽝日本版MDS-HC2.0 在宅ケアアセスメ
ントマニュアル⽞医学書院付録
⚗) 白澤政和（1996）⽝ケアマネジャー養成テキスト
ブック⽞中央法規出版
⚘) 包括的自立支援プログラム（2005）（全老健版
Ver.2）全国老人保健施設協会，厚生科学研究所
⚙) ニッセイ基礎研究所編（2005）白澤政和監修⽝ス
トレングスに着目したケアプランの手引き ─星
座理論を使って─⽞，中央法規出版社
10) 鈴木五郎（2001）⽛地域援助技術の理論と技術⽜福
祉士養成講座編集委員会編⽝社会福祉士養成講座
⚙ 社会福祉援助技術論Ⅱ⽞中央法規，pp.98-
141
11) 菱沼幹男（2012）⽛福祉専門職による地域支援スキ
ルの促進要因分析：コミュニティソーシャルワー
クを展開するシステム構築に向けて⽜社会福祉学
53⑵，pp.38-39，一般社団法人日本社会福祉学会
12) 前掲 11）p.39，表⚖を引用
13) 森本佳樹（2011）⽛⚒ 地域包括支援センターと社
会福祉協議会の連携⽜平成 22 年度老人保健健康
増進等事業（平成 22 年度老人保健健康増進等事
業）⽝包括的支援事業と地域包括支援センターに
おける総合評価に関する研究報告書⽞立教大学
pp.63-67
14) 藤井博志（2013）⽛まちづくりに向けたコミュニ
ティソーシャルワーカーの使命～その役割と条件
整備～⽜社会福祉研究，117，pp.55-63，鉄道弘済
会
15) 野村総合研究所（2013）⽛コミュニティソーシャル
ワーカー（地域福祉コーディネーター）調査研究
報告書（平成 24 年度セーフティネット支援対策
等事業補助金（社会福祉推進事業分））pp.58-108
16) 前掲 11）pp.38-39
17) 國藤進（2001）⽛知識創造支援ツール体系⽜國藤進
編⽝知的グループウェアによるナレッジマネジメ
38
藤女子大学QOL研究所紀要：The Bulletin of Studies on QOL and Well-Being, Vol.13, No.1, Mar. 2018
39
地域のネットワーク及び地域アセスメントの現状と課題に関する研究
Care by the Community
地域による支援
Care for the Community
地域を支援
図 2 本研究における地域福祉実践方法の位置づけ（筆者作成)
ント⽞日科技連出版社，pp.127-131
18) マイケル・ポラニ （ー1980）⽝暗黙知の次元 ─言
語から非言語に─⽞佐藤敬三訳，紀伊国屋書店
19) 平野隆之（2008）⽝地域福祉推進の理論と方法⽞有
斐閣，p.9
20) 川森茂樹（2009）⽛生活支援の実際⽜日本福祉介護
情報学会編⽝福祉・介護の情報学⽞，オーム社，
p.22，34，38，53 を参考に，筆者が再構成し要約
21) 狭間香代子（2003）⽝現代社会福祉辞典⽞，有斐閣
22) 白澤政和（2007）⽛社会資源の利用と開発⽜岡本民
夫・田端光美・濱野一郎他編⽝エンサイクロペディ
ア社会福祉学⽞中央法規出版社，pp.432-435
23) 福富昌城（2006）⽛ケアプランニングとサービス調
整⽜日本地域福祉学会編⽝新版・地域福祉辞典⽞
中央法規出版社，pp.420-421
24) 鈴木五郎（2002）⽛コミュニティワークの展開過程⽜
松永俊文・野上文夫・渡辺武男編⽝新版，現代コ
ミュニティワーク論 ─21 世紀，地域福祉をとも
に創る⽞中央法規出版社，pp.132-133
25) 市川一宏（2006）⽛地域福祉における政策・計画と
経営・運営との関係⽜日本地域福祉学会編⽝新版・
地域福祉辞典⽞中央法規出版社，pp.150-151
26) 森本佳樹（1996）⽛第⚓章 福祉情報化の概念と類
型⽜⽝地域福祉情報論序説⽞，川島書店，pp.37-39
27) 橋本力（2008）⽛介護支援専門員によるインフォー
マル・サポートのアセスメントに関する文献的研
究─インフォーマル・サポートのアセスメント自
己評価尺度の検討─⽜生活科学研究誌⚗，
pp.169-179
28) 山村晴彦（2012）⽛社会資源としてのソーシャル・
キャピタル─地域福祉の視座から─⽜別府大学短
期大学部紀要 31，pp.23-33．山村はここでは，
Putnam, Robert D.（200）の概念⽛協調的行動を容
易にすることにより社会の効率を改善しうる信
頼，規範，ネットワークのような社会的組織の特
徴⽜の概念を用いている．
29) 小沼春日ほか（2011）⽝地域包括ケアの実現に向け
た生活圏域単位での社会資源情報の可視化に関す
る調査研究事業報告書─平成 23 年度老人保健健
康増進等事業─⽞藤女子大学
30) 地域包括ケア研究会（2008）⽝地域包括ケア研究会
報告書─今後の検討のための論点整理─平成 20
年度老人保健健康増進等事業⽞
31) 地域包括ケア研究会（2009）⽝地域包括ケア研究会
報告書─平成 21 年度老人保健健康増進等事業報
告書─⽞，p.46
32) 平野隆之ほか（2010）⽝地域包括ケア推進のための
地域診断の方法と活用事例─平成 22 年度老人保
健健康増進等事業─⽞日本福祉大学
33) 岡本民夫ほか（2009）⽝地域包括支援センターにお
ける地域資源ネットワークの構築状況等に関する
調査研究─平成 21 年度老人保健健康増進等事業
報告書─⽞宇治市福祉サービス公社
34) 木戸宣子（2009）⽛コミュニティソーシャルワーク
における個別アセスメント⽜コミュニティソー
シャルワーク編集委員会編⽝コミュニティソー
シャルワーク⽞⚓，特定非営利法人日本地域福祉
研究所 pp.15-23
35) 木戸宣子（2015）⽛第⚒章コミュニティソーシャル
ワークの展開方法 第⚑節 個別アセスメント⽜
中島修・菱沼幹男共編⽝コミュニティソーシャル
ワークの理論と実践⽞中央法規出版，pp.50-56
36) 日本地域福祉研究所（2005）⽝コミュニティソー
シャルワークの理論⽞，pp.46-47
37) 小野敏明（2009）前掲書 34）⽛コミュニティソー
シャルワークにおける地域アセスメント⽜，
pp.24-31
38) 小野敏明（2015）前掲書 35）⽛第⚒章コミュニティ
ソーシャルワークの展開方法 第⚒節 地域アセ
スメント⽜，pp.59-66
39) 小野敏明（2009）前掲書 34）⽛コミュニティソー
シャルワークにおける地域アセスメント⽜，p.25
40) 小野敏明（2015）前掲書 35）⽛第⚒章コミュニティ
ソーシャルワークの展開方法 第⚒節 地域アセ
スメント⽜，pp.59-66
41) 原田正樹（2012）⽛地域福祉援助とは何か─地域を
基盤としたソーシャルワークと地域福祉の基盤づ
く り⽜⽝地 域 福 祉 援 助 を つ か む⽞，有 斐 閣
pp.143-144 要約
42) 田中英樹（2015）前掲書 35）⽛第⚑章コミュニティ
ソーシャルワークの概念 第⚑節 概念と特徴⽜，
pp.20-23
43) 菱沼幹男（2008）⽛コミュニティソーシャルワーク
実践者をいかに養成していくか─NPO 法人日本
地域福祉研究所における養成研修の取組み─⽜コ
ミュニティソーシャルワーク編集委員会編⽝コ
ミュニティソーシャルワーク⽞2，特定非営利法人
日本地域福祉研究所 pp.40-50
44) 東京都社会福祉協議会（2012）⽛区市町村社協にお
ける地域福祉コーディネーターの活動プロセスの
検証 ～東京における小地域の住民活動支援の実
践から～⽜住民活動支援モデル事業等検討委員会
報告書，p.5，p.122
38
藤女子大学QOL研究所紀要：The Bulletin of Studies on QOL and Well-Being, Vol.13, No.1, Mar. 2018
39
地域のネットワーク及び地域アセスメントの現状と課題に関する研究
A Study of the Current Situation and the Problems of the Networking
and Community Assessments in Community Welfare Practice
Haruhi ONUMA
(Department of Human Life Studies, Faculty of Human Life Sciences, Fuji Womenʼs University)
In my past previous study I tried to establish a theoretical framework for proceeding up-
to-date Community Welfare in real time. I looked down on the past theories to make its
genealogy, and verified the validity of focusingʠCommunity Workʡas theʠCenterʡof the
methodologies for promoting Community Welfare, which lead me to the conclusion that the
fundamental elements of Community Welfare must consist of ①Individual Treatment
Supports, ②Community Development and ③Supports for the Community and Support by
the Local Residents (which is the border concept between ① and ②).
This time I have tried to clarify the view point and the method forʠMaking a Community
Networkʡbased on the achievements above. And for that I discussed the proceeding studies
about 4 themes below;
(1) The views and methods for the assessments of Individual Treatment Supports,
Community Development or Supports for the Community and Support by the Local
Residents,
(2) The systems for promoting Community Welfare,
(3) The range and visualization of the social resource information
(4) The development of the common assessment factors,
And I also clarified the placement of Community Development in the Community
Welfare Practices.
And consequently, I have concluded that we need to discern 2 types of networks in
Community Support Scenes - One isʠIndividual Treatment Support Networkʡand the other
isʠNetwork made by Community Developmentʡ
Key words: Individual Treatment Support, Community Development, Support for the
Community and Support by the Local Residents, Networking, Community
Assessments
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